戦後わが国紡績業のトップ・マネジメント(1) by 田中 三樹 et al.
奈良産業大学『産業と経済j 第15巻第 2 号 (2000年 9 月) 35-49 




( 2 ) r紡績経営データベースシステムj の整備と拡充(以上本号)
( 3 ) 戦後紡績企業経営の動向(以下別稿)
( 4 ) トップ・マネジメントの全体像・平均像















( 1 ) 田中三樹，矢倉伸太郎，福井正康 rr所有・支配・経営J からみた日本企業の百年 I 綿糸紡績企
業を事例とした経営史的研究(1)J r経営情報研究』第 4 号， 1999年， 30ページ。
( 2 ) 本稿はトップ・マネジメント全体をあっかうが，社長の選任および株主については別稿を予定
している。
( 3 ) r 日本経済新聞j 2000年 5 月 26 日，および『日経産業新聞j 2000年 5 月 26 日。
( 4 ) たとえば，以下を参照されたい。 i斉藤友明「現代企業の経営組織の実際」一寸木俊昭編『現代
の経営組織』有斐閣， 1983年240ページ;奥村昭博『日本のトップ・マネジメント』ダイヤモンド，

























( 5 ) 近藤の指摘する日本企業のトップ・マネジメントの特色はつぎの 3 点である。①最高意思決定
機関と最高執行機関の一致，②内部昇進型の多いトップ・マネジメント，③長期的視野に立つト
ップ・マネジメント。「ゼロ・サム経済下のトップ・マネジメント一通産省「新しい経営力指標j
から-J r週間東洋経済j 1983年 6 月 18 日号， 44ページ。
( 6 ) 週間東洋経済編『週間東洋経済企業系列総覧 2000年版』東洋経済新報社， 2000年， 68ぺー
ジ。また，取締役の出自が「社内か社外かj という問題に関しては，本稿 1 節を参照されたい。
(7) たとえば，橋本は日本企業システムの問題点を論じて， r多少の論理的飛躍を恐れずにいえば」
という前置きに続けてJ現代企業最大の課題は内部昇進型の経営者のトップの選任の仕組みにあ







企業ー 1 代限りではダメ，後継者問題が重要にH日経ビジネス J 1999年 4 月 5 日号;ジェームズ・
C ・コリンズ&ジエリー・ I ・ポラス・山岡洋一訳『ビジョナリー・カンパニー』日経BP出版























( 8 ) 前掲『日本のトップ・マネジメント j 37ページ。









行役員制を語る J 商事法務研究会編『社外取締役の展望』別冊商事法務 N0 . 225, 2000年 1 月，な
おこの森本氏と古田氏との対談は， r取締役の法務j 1998年 9 月号に掲載されたものの再録であ
る)。
(11) 前掲『週間東洋経済企業系列総覧 2000年版j 68ページ。
(12) 吉田春樹『執行役員J 文春新書， 2000年。
(13) 箭内昇『執行役員』カッパ・フ^''/クス，光文社， 1999年。
(14) 前掲『週間東洋経済企業系列総覧 2000年版j 68ページ。
(15) ソニー以後の執行役員制の導入と問題については，つぎを参照されたい。「ソニー流改革から 1
年J r 日経ビジネス j 1998年 7 月 20 日号; r執行役員制に 3 つのハードルJ r 日経ビジネス j 1999年
























を進め，さきの ibouseki 2J をさらに拡充し整備することが残されている。しかし，戦後期に
(16) r 日本経済新聞.1 1999年11月 28 日朝刊。箭内氏の調査によると，執行役員制度を導入した200社
中22社に社外取締役が就任している。しかし，社外取締役が過半数を越えているケースは横川電
機( 4 名中 3 名)のみである(前掲『執行役員.1 45-52ページ)。
(17) 共同研究については，以下を参照されたい。田中三樹『平成 8 -10年度科学研究費補助金基盤
研究 (B) (2) 研究成果報告書「所有・支配・経営J からみた日本企業の百年 綿糸紡績企業を
事例とした経営史的研究.1 1999年;前掲 rr所有・支配・経営」からみた日本企業の百年 I 一綿糸紡
績企業を事例とした経営史的研究( 1 ) J;福井正康，田中三樹，矢倉伸太郎 11所有・支配・経営」
からみた日本企業の百年 II 一紡績経営データシステムの構築J r経営情報研究J 第 4 号， 1999年;
田中三樹，矢倉伸太郎，福井正康 rr所有・支配・経営」からみた日本企業の百年 1 -綿糸紡績企
業を事例とした経営史的研究( 2 ) Jr産業と経済』第14巻第 1 号， 1999年。
(18) 米川伸一「戦後繊維企業の成長と戦略J r ビジネス・レビュー特集戦後経営史』第31巻第 2 号，
1983年， 29ページ。
(19) 矢倉伸太郎「明治30年代以後における鐘淵紡績株式会社の役員と株主についてJ r産業と経済』
第14巻第 2 号， 1999年;田中三樹「戦前わが国紡績業における株式所有構造とトップ・マネジメ















以下において， (1)では対象企業，時期設定およびデータ処理について述べ， (2) では今
回の作業に基づいて íbouseki 2J の整備を行い， (3) ではそれら企業の戦後の経営動向を概観
し， (4) では，紡績会社の役員に就任した全取締役と全監査役についてその特徴をいくつかの
指標を用いて述べ，最後に(5 )では設定した時期別の動きを追ってみることにしたい。








































次の (11)において「社外出身者J と判断する場合は， もちろん入社年次なしである。
(例 1 )東洋紡:大角春康・取締役
(経歴)昭和28年 3 月 京都大学卒業
4 月 呉羽紡績入社
昭和41年 4 月 東洋紡入社





























(22) 森川英正「内部昇進型経営者企業の一考察J r慶応経営論集』第15巻第 2 号， 1998年， 5 ページ。







となったなどの場合には， r 自社出身J とした (1特別調査上場会社役員の研究J r東洋経済統計月
報j 1975年11月号， 2 ページ)。
(24) 筆者(田中)の東洋経済新報社への問い合わせに対する第 2 編集局DB3 部大田直人氏よりの




























(経歴)昭和12年 3 月 東京帝国大学法学部政治学科卒業
13年 4 月 日本油脂(株)入社
16年 1 月 三菱重工業(株)入社
22年 1 月 倉紡入社
43年12月 取締役就任






(経歴)昭和39年 3 月 京都大学卒業
4 月 田辺製薬株式会社入社




会社名 取締役名 1) 他社在職経験2) 他社在職期間3) 役員就任期間~)
ユニチカ 小幡謙三 積水化学工業 1933-72 1972-76 
桜井弘 積水化学工業 1934-72 1972-76 
山野速男 三和銀行 1942-72 1972-76 
平田豊 三和銀行 1948-77 1978-90 
小玉保次 三和銀行 1951-72 1972 
安井照生 コ和銀行 1953-82 1982-84 
内藤幸弘 三和銀行 1957-85 1986-88 
谷本健治 三和銀行 1958-89 1990-98 
江藤紀海 三和銀行 1967-99 1999 
足立博 東洋信託銀行 1930-71 1974 
鐘紡 白井嘩 三井銀行 1921-44 1954-58 
宮森和夫 三和銀行 1925-64 1968-74 
青木部朗 三井銀行 1937-78 1978-82 
内海勇 田辺製薬 1942-74 1982 
宮尾賢治 三井物産 1944-82 1984-86 
遠人昇 東洋レーヨン 1947-82 1982-88 
市島康久 三井銀行 1952-80 1980-88 
金子正人 三井銀行 1963-98 1998-99 
能勢向志 田辺製薬 1964-75 1984-90 
宮原卓 三井銀行 1964-95 1996-98 
光永誠之助 三井銀行 1967-98 1998-99 
敷島紡 増田孝男 野村銀行 1933-45 1950-56 
小玉弘 大和銀行 1965-96 1998-99 
奥谷在久 大和銀行 1969-90 1990-96 
富士紡 生田幸夫 三菱銀行 1936-65 1966-82 
高雄靖 三菱銀行 1939-76 1976-78 
田村義郎 コ菱銀行 1942-68 1968-74 
阿部裕正 三菱銀行 1949-80 1980-92 
松田暁夫 三菱銀行 1958-89 1990 
枝克己 三菱銀行 1960-93 1994-99 
蔵多正温 コ菱銀行 1962-91 1992 
倉敷紡 桜井武夫 帝国銀行 5) -51 1952-54 
星島義兵衛 正織 5)-47 1954-56 












59年 7 月 鐘紡取締役就任






(経歴)明治33年 7 月 東京帝国大学卒業
農商務省入省
36年 6 月 東京帝国大学助教授
43年11月 向上 教授
大正 8 年 5 月 南満州鉄道株式会社理事
12年 9 月 法制局長官
13年 1 月 貴族院議員
昭和 9 年 2 月 商工大臣
14年 1 月 鐘紡監査役就任
20年10月 辞任
国務大臣
21年 5 月 辞任
25年12月 公益事業委員会委員長






















(経歴)明治45年 3 月 慶嬉義塾大学卒業
4 月 大日本製糖株式会社入社
大正 3 年 千代田組入社
昭和 3 年 鐘紡監査役に就任
4 年 千代田組退職
19年 2 月 鐘紡，鐘淵実業合併し鐘淵工業設立され，監査役就任
このケースも監査役就任までに鐘紡での経歴がない。よって「社外J とみなした。
(例 8 )鐘紡:中上川勇五郎
(経歴)大正 7 年 7 月 京都帝国大学卒業
8 月 米国に留学，エジソン研究所入所
9 年11月 東京理化学研究所入所
13年 3 月 鐘紡入社
昭和14年 8 月 鐘紡退社
12月 日東化学工業(株)取締役に就任
15年 6 月 同社常務取締役に就任
22年11月 同社取締役退任と同時に同社監査役就任
33年 6 月 鐘紡監査役に就任
37年 5 月 日東化学工業(株)監査役を退任
このケースは鐘紡在職は15年 5 ヶ月であり，他社での経歴は 3 つの組織での職歴を加えると
24年を上回る。したがって「社外J である。
(例 9) 鐘紡:千葉二郎
(経歴)大正 8 年 3 月 東京帝国大学卒業
昭和13年11月 鐘湖実業(株)取締役に就任
19年 1 月 向上 取締役退任
20年10月 宮城県知事
29年12月 労働大臣
30年 6 月 東京農業大学学長兼理事長
34年 6 月 向上退任




会社名 監査役名 他社在職経験 他社在職期間 役員就任期間
鐘紡 松本蒸治 東京帝国大学 1903-19 1952-54 
杉道助 八木 1909-50 1956-64 
中上川二郎治 千代田組 1914-29 1950 
中上川勇五郎 日東化学工業 1939-62 1958-74 
富士紡 三宅川保ー 三菱銀行 1907-24 1950-60 
松井高緑 大同生命保険 1918-46 1950-62 
磯野正雄 三菱合資(銀行部) 1918-56 1962-72 
降旗憲二郎 三菱銀行 1934-70 1978-88 
秋山正 三菱銀行 1937-73 1974-76 
角岡喜久雄 二菱信託銀行 1939-68 1976-84 
堀江亘 三菱銀行 1948-83 1990-96 
山田浩夫 三菱信託銀行 1953-89 1990-96 
日清紡 岩崎清一郎 岩崎清七商店 1918-47 1952-68 
山本元三郎 近江商店 1921-46 1950-72 
森武臣 富国生命保険 1927-691) 1970 
古屋哲男 富国生命保険 1936-712) 1974-99 
松脇正三 東邦レーヨン 1938-73 1974-80 
高瀬敬一 東邦レーヨン 1948-82 1982-88 
竹田仁之介 東邦レーヨン 1953-90 1990-96 
(注) 1) 社長就任は1953年。交代時は不明。
2) 社長就任は 1971年。交代時は不明。




であり，① c) より「社内J と判断した。
上記「社外J 監査役 4 例中，松本を除く 3 例は鐘紡と何らかの関係がある。すなわち，中上
川三郎治は中上川彦次郎の三男であり，また中上川勇五郎は同じく五男である。したがって，










( 2 ) 「紡績経営データベースシステムJ の整備と拡充
我々は Microsoft Access を利用して，株式，株主，役員に関するデータベースを作成し，ク
エリー機能を用いて種々の検索を進めて来た
が，今回新たに検索機能に改良を加え，
副置闇fcfM'.. ;a ........ 一一一一一一一巡
検索 ~:~: 酋節:伊右プ守揮官官プf: jt~~~~~~~~~~~議議:~~~~議:~~~~~~t~~~11














体的な画面は， 図 1 に示す。
これらの機能を実現する
表 3 会社判別用プログラム
Function kaisha Csel As Integer. x As Variant) 








Function yakuin (se1 As Integer. x As Variant) 
Case 7 .監査役，相談役以外の取締役
As Integer 
Se1ect Case se1 
Case 0 .会長
If x = 1 Or x = 2 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 
立 (x > = 1 And x > = 12) Or x = 17 Then yakuin = 1 
Else yakuin = 0 
Case 1 .社長 Case8 ・監査役
If x = 3 Or x = 4 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 If x = 13 Or x = 14 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 
Case 2 .代表権者 Case 9 .相談役
If x Mod 2 = 1 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 If x = 15 Or x = 16 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 
Case 3 .副社長 Case 10 .取締役副会長
If x = 5 Or x = 6 Then yakuin = 1 Else yakuin = 0 1 f x =17 Then yakuin = 1 Else yakuin = 0 
Case 4 .専務 Case 100 .すべて
If x = 7 Or x = 8 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 yakuin = 1 
Case 5 .常務 Case Else 
If x = 9 Or x = 10 Then yakuin = 1 E1se yakuin = 0 yakuin = 0 
Case 6 '平取締役 End Select 





ため，我々は新たにモジュールに表 3 と表 4 のプ
ログラムを追加した。表 3 のプログラムは変数






















役員就任年齢 就任した役員の年齢構成を表示する。年度， 30代， 40代， 50代， 60代， 70代， 80以上
役員就任年齢 就任した役員の平均年齢を線グラフで表示する。
グラフ
役員就任区分 就任した役員の入社時の区分について集計して表示する。年度，卒業と同時入社，他社経験 5 年未満，他社経験 5 年以上.取締役として入社，天下り.社外，不明，合計
役員就任区分 就任した役員の入社時の区分について，年度毎に円グラフで表示する。
円グラフ
役員就任学歴 就任した役員の学歴区分について集計して表示する。年度.大学・大学院，高専，高等学校.その他，不明，合計
役員就任学歴 就任した役員の学歴区分について.年度毎に円グラフで表示する。
グラフ
役員就任社内外 就任した役員の社内.社外区分.事務系.技術系区分について集計して表示する。年度.人数.社内.社外，不明，事務，技術，不明
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戦後わが国紡績業のトップ・マネジメント(1)
具体的な検索項目の内容と出力データについては，表 5 にまとめる。
付記 本稿は1996-1998年度科学研究費補助金基盤研究(B)(2) rr所有・支配・経営」から
みた日本企業の百年一綿糸紡績企業を事例とした経営史的研J (課題番号08453020) による研究
成果の一部である。
なお，本稿で利用した『有価証券報告書.1，社史，各種資料の閲覧などについては，神戸大学
経済経営研究所附属経営分析文献センターの皆様，とりわけ関口秀子先生のお世話になった。
改めてお礼申し上げる次第です。
また，データの整備，入力およびコンビュータの利用などについては，福山平成大学・経営
学部・経営情報学科助手・細川光浩そして奥田由紀恵両氏の多大なるご協力とご教示を項いた。
感謝申し上げます。
(未完)
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